第１号様式

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
沖縄県労働委員会会長　殿
                                    　
                                          　組 　合 　名　　　　　　            　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　                  　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所   在   地　
                                          　電　　　　話　
労働組合資格審査申請書
　下記理由のため、労働委員会規則第22条に基づき、立証書類を添えて、資格審査を申請します。
記
　１　申請理由（次の申請理由のいずれかを○で囲んでください。）
　　　　　

不当労働行為救済申立て　・　法人登記　・　労働者委員候補者推薦
　　　 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）
　２　添付資料
　　⑴　労働組合概況調査票（第２号様式）
　　⑵　組合役員名簿（第３号様式）
　　⑶  非組合員の範囲を示す職制系統図示表（第４号様式）
　　⑷　労働組合法第２条及び第５条関係チェックリスト（第５号様式）
　　⑸　労働組合規約及び付属規程（選挙規程、議事運営規程など細則を含む。）
　⑹  予算書及び決算書
  　
  　
　

（注）労働協約やその他関係資料（労使間の特別の協定、覚書等）があれば添付してください。
第２号様式

労働組合概況調査票　　　　　　　　　
　（　　　　年　　月　　日現在）
	  　

労
働
組
合

	労働組合名
	  

	
	事務所所在地
	 〒　　　　　　　 

	
	組合結成年月日
	 　　　　　　　 年　　　　月　　　　日

	
	組合規約施行
	年　　　　月　　　　日

	
	組合員数
	　　　　　　　　名　　

	
	組合役員数
	　　　　名　　

	
	組合専従者数
	　　　　　　　　名

	
	組合事務員数
	　　　　名

	
	組合種別
	  単位組合　・　連合団体

	
	所属上級団体名及び  加盟年月日
	  有　（　　　　年　　月　　日 加盟）　・　　無
 

	
	　傘下組合数又は支部　分会の数
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 参加組合数（　　　　　）  支部分会の数（　　　　　　）               　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　     
  企業内における他の組合の有無  　有　　・　　無

	
	労働協約
	  有（締結：　　　年　　月　　日　有効：　　　年　　月　　日）  無　

	
	法人登記の有無
	　有　（　　　年　　月　　日　登記）　・　　無

	
	過去の資格審査の有無
	有　（　　　年　　月　　日　理由：　　　　　　　　　）

無

	関
係
事
業
所

	会社名
	 

	
	事務所所在地
	 （電話                        ）

	
	代表者名・役職
	

	
	事業種類
	  
	従業員数
	          　　    名


第３号様式
　　　　　　　　　　　　　　　　組　合　役　員　名　簿
	組合の役職名

	氏　 　名

	会社における職名


	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


第４号様式
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
非組合員の範囲を示す職制系統図示表

第５号様式
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

労働組合法第２条及び第５条関係チェックリスト
	労働組合法第２条
	チェック  ✓
	組合規約等の条文、添付資料名

	第２条本文

（労働者が主体となって自主的に組織し、労働条件の維持改善その他経済的地位の向上を図ることを主たる目的として組織した団体又は連合団体であるか。）
	 
	

	第２条ただし書１号

（役員、監督的地位にある労働者や使用者の利益代表者が含まれていないか。）
	 
	

	第２条ただし書２号

（団体の運営のため、使用者から経理上の援助を受けていないか。）
	 
	

	第２条ただし書３号（共済事業その他福利事業のみを目的としていないか。）
	 
	

	第２条ただし書４号（主として政治運動又は社会運動を目的としていないか。）
	 
	

	労働組合法第５条第２項
	チェック  ✓
	組合規約条文

	第５条第２項１号（組合の名称が定められているか。）
	 
	

	第５条第２項２号（主たる事務所の所在地が県内の住所であるか。）
	 
	

	第５条第２項３号（組合員が、組合の全ての問題に参与する権利及び均等取扱いを受ける権利を有しているか。）
	 
	

	第５条第２項４号（何人も人種、宗教、性別、門地又は身分によって組合員資格を奪われないか。）
	 
	

	第５条第２項５号（役員選挙では、単位組合の場合は、全組合員の直接無記名投票により選挙しているか。連合団体の場合は、代議員の直接無記名投票により選挙しているか。）
	 
	

	第５条第２項６号（総会を毎年１回以上開催しているか。）
	 
	

	第５条第２項７号（毎年１回以上、組合員によって委嘱された職業的に資格がある会計監査人の証明書付き会計報告を、組合員に公表すると定めているか。）
	 
	

	第５条第２項８号（組合員又は代議員の直接無記名投票の過半数よる決定を経て、ストライキを決定しているか。）
	 
	

	第５条第２項９号（規約改正では、単位組合の場合、全組合員の直接無記名投票による過半数の支持を得ているか。連合団体の場合、代議員の直接無記名投票による過半数の支持を得ているか。）
	 
	


（注）労働組合法と組合規約や添付資料を照合したらチェック✓し、第２条については、関係する組合規約等の条文や添付資料名、第５条第２項については、関係する組合規約の条文を記入してください。


